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１．はじめに  

平成24年11月，東京都建設局河川部は，中小河川における今後の整備のあり方検討委員会の最終報告である「東

京都内の中小河川における今後の整備のあり方について」並びに「中小河川における都の整備方針 ～今後の治水

対策～」（以下，それぞれ「最終報告」，「整備方針」という．）を発表した1),2)．この整備方針の中で，東京都は

最終報告に基づき，今後の中小河川の目標整備水準を従来の時間50ミリ降雨対応から流域・河川毎の特性を踏まえ，

時間最大75ミリ降雨，多摩部河川で時間最大65ミリ降雨に引き上げ，狩野川台風規模の豪雨や局地的かつ短時間の

集中豪雨などによる河川からの溢水を防止し，安全を確保すると表明した． 

本論では，今回の目標整備水準の策定に至る経緯を概観することにより，その歴史的背景の一端を明らかにする． 

２．「今後のあり方」の概要 

将来に向けた整備にあり方については，平成23年6月に設置された中小河川における今後の整備のあり方検討委員

会（以下，「委員会」という．）の席上で検討が進められた．検討内容は，近年における豪雨等に伴う水害の増加

傾向を踏まえ，従来の整備水準である時間50ミリ降雨対応から，新たな目標整備水準の検討のほか，整備に際して

の優先度の考え方，効果的な整備の進め方，また河川・下水道の連携方策などについてである．委員会では，同年 

12月に中間報告を公表し，翌24年11月に最終報告のとりまとめに至った． 

対象河川は図-1に示す，河川整備上において洪水対策が主要な目的とされる区部及び多摩部河川の23流域である． 

３．「整備方針」の概要  

東京都では委員会の最終報告を受けて，実績降雨での検証を行ったうえで，以下に示す新整備方針を策定した． 

(1) 対策の目標 

 委員会における「区部及び多摩部における確率降雨（年超過確率）が一律となるような目標整備水準の設定を行

うこと」との提言に基づき，区部河川で時間最大75ミリ降雨，多摩部河川で時間最大65ミリ降雨（共に年超過確率 

1/20）に対応できるよう，整備水準を引き上げることとした． 

(2) 整備の考え方 

 1) 調節池による対応 

今回の整備水準の引き上げにあたり，時間50ミリ降雨までを河道で分担することとし，これを超える雨量への対

策としては，基本的に調節池によって対処する．例えば，時

間75ミリ降雨における対策分担量としては，平成19年に策定

された東京都豪雨対策基本方針3)（以下，「基本方針」とい

う．）等に基づく流域対策を考慮し，図-2に示す時間10ミリ

相当分を流域対策において分担するほか，調節池によるピー

クカットの低減効果として時間 15ミリ相当分を分担するも

のとされた． 

2) 効果的な対策の実施（広域調節池の整備） 

キーワード 東京，中小河川，今後のあり方，整備方針，75ミリ 
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図‐1 対象河川流域 
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局地的かつ短時間の集中豪雨に対し効果を発揮するには，

図-3のように流域の異なる複数の地下調節池を連結して相

相互活用を図るほか，既存の大規模施設を活用して効率的な

整備を進めることとした． 

(3) 今後の進め方 

①当面は基本方針の考え方も踏まえて，下記の条件に該当

 する8つの流域において，広域調節池などの対策を優先して

 進める．（神田川，石神井川，渋谷川・古川，目黒川，呑

 川，野川，白子川，境川） 

・豪雨対策を重点的に進めるべき流域としては，基本方針

 に示す7つの対策促進流域 

・近年，時間100ミリを超える局地的集中豪雨による溢水被

 害の発生した流域    

②今後は対策状況等を勘案して，対象流域を順次拡大する． 

４．75 ミリ計画の成立経緯 

表-1には，現在に至るまでの治水計画としての中小河川に

おける目標整備水準の変遷，並びに行財政計画との関係の概

要を示した4),5),6)． 

(1) これまでの整備水準の変遷 

今回，新たに示された区部河川の目標整備水準である時間 

75ミリ降雨に対応する計画の成立に至る経緯について考察を

試みる．東京都の中小河川における改修事業は戦前から時間 50ミリ降雨に対処する計画であったが，進捗は捗々し

くなく，実質的な改修事業としては頻発する水害に対処するため，時間30ミリ降雨規模(流出係数0.5程度)での改修

計画を立案したことに端を発すると云える．その後，昭和40年には30ミリ規模での改修を進めつつ，手戻りを少な

くするため，時間50ミリ降雨規模(流出係数0.5程度)での用地買収を開始した．さらに現行の時間50ミリ降雨規模・

流出係数0.8へと変更のうえ，現在も同整備水準の河道改修率100%を目指して事業を推進中である． 

 一方，時間75ミリ降雨に対応する公式発表は，昭和59年11月の都知事による「人工地下河川構想」が最初である．

知事から建設局長への指示は，「神田川調節池事業を東京湾まで延伸し，人工地下河川とする計画を立案する」と

いうものであった．これを受けて，知事の諮問機関として地下河川構想検討会を設置し，昭和 62年に図-4に示すよ

うな答申を得たところである7)．また，これに先立つ昭和58年1月，河川部計画課では神田川，石神井川，白子川及

び目黒川水系の治水水準の向上，並びに河川環境の改善の検討を目的とする「東京放水路研究会」を課内に設置し，

新構想の策定に向けた準備を始めている．研究会における検討結果は環状七号線の道路下の深度約50ｍに内径12～ 

15m程度の管渠（トンネル）を設置し，調節池として運用することで早期に時間50ミリ規模の降雨に対応すること，

また最終的には調節池間を連結して東京湾に注ぐ放水路とすることで，治水水準を時間75ミリ降雨規模まで向上さ

せる計画であった8)． 

(2) 75ミリ構想の端緒 

 初めに，中小河川の改修計画に大きな影響を与えた戦後の水害等について考察する．概括的に示せば，昭和20年

代の台風に伴う水害は戦争により施設の維持管理が疎かになっていたことから，主に施設自体の脆弱性に起因する

ものと考えられている．昭和30年以降の水害は，産業や経済の発展に伴う都市部への人口集中の結果として，急激

な都市化に関連した「都市型水害」が特徴となっている．ここで特筆すべきは，昭和33年に襲来した狩野川台風（台

風22号）に伴う水害と降雨である．狩野川台風による水害の特徴は，図-5に示す東部低地帯から区部河川はもとよ

図‐2 対策量の分担イメージ 

 

図‐3 広域調節池のイメージ  
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り，三多摩河川においても各所で氾濫が発生し，浸水面積211km2，

浸水家屋48万戸という極めて大きな被害を生じたことであり，台

地部における中小河川の改修の必要性が認識される契機となっ

た．また，同台風の降雨は東京管区気象台における連続降雨量40

2.2ミリ（正時24時間392.4ミリ）という記録的な大雨であり，時

間最大降雨量 76ミリも昭和14年7月31日の雷雨時の 94.3ミリに

次ぐものであった． 

このように狩野川台風は，その水害の特徴から50ミリ規模の計

画的な河川改修の端緒であると同時に，降雨量からは75ミリ規模

への対応を視野に入れる契機となった．これらは，当該台風の襲

来以降に策定された各種計画書における上位構想として、時間75

ミリ規模以上の改修構想が立案されてきたことからも明らかで

ある9),10)． 

５．まとめ 

昨年11月，東京都は次期整備水準として時間75ミリ降雨に対応

できる施設整備方針を公表した．しかしながら，各種資料を紐解

いていくと，時間75ミリ降雨という概念は最近になって提起され

たものではなく，狩野川台風の襲来直後には，既に関係者の脳裏

に深く刻み込まれたと考えられる．その後，時間75ミリ降雨対応

の計画は，一度は知事の地下河川構想に基づく時間50ミリ規模対

応の補完施設として具体化されたが，財政再建計画等との関係で

白子川調節池の立坑建設直後から凍結されていた．このたび，時間50ミリ降雨対応の河川改修が一定の進捗をみて，

改めて上位計画として時間75(65)ミリ計画（年超過確率1/20）が位置づけられたことは，河川部に継承されてきた都

市河川計画論の正統性を示すものであり，OBを含む多くの関係者の尽力がここに結実したものと考える．ここに，

各種資料の提供等を頂いた関係者各位に対し，改めて謝意を表します． 
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図‐4 地下河川構想 

 

図‐5 狩野川台風による浸水区域図 
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表‐1 中小河川の目標整備水準の変遷（治水・整備計画と行財政計画） 
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